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Ⅰ 東大阪市の概況 
 
1 概 況 
 
 東大阪市は大阪市の東部に隣接する面積 61.8k㎡、人口 51万 7,228人（平成 7年 10月
1日現在）の都市である。人口規模では、大阪府内の 44市町村のうち、大阪市、堺市に次
いで第 3位である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 歴 史 
 
 昭和 42年 2月に、布施市、河内市、枚岡市の 3市が合併し、現在の東大阪市が誕生した。 
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3 産業構造 
 
 総務庁の『平成 6年事業所名簿整備調査結果』によると、東大阪市の事業所数は 35,061
事業所、従業者数は 253,029人であり、大阪府下において、事業所数は大阪市に次いで第 2
位、従業者数は大阪市、堺市に次いで第 3位に位置している。 
 業種構成は事業所数によってみると、卸売業、小売業、飲食店を合わせた商業が 40.5％
で、製造業が 30.0％とこれに次いでいるが、従業者数についてみると、製造業が 38.0％と
約 4割を占め最もウエイトが高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 本章は、拙論「東大阪地域における中小企業集積の分析」国民金融公庫『調査季報』第
41号（1997年 5月）より加筆修正し引用しました。 
 本文では「東大阪」と「東大阪市」を使用しているが、地域としては、同一である。「東
大阪」となっている場合でも、東大阪市域を意味している。 
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Ⅱ製造業集積の概況 
 
1 都市別工業集積度 
 
 平成5年の工業統計表によると、東大阪市で製造業を営む事業所数は9,348、従業員数は、
86,139人、製造品等出荷額は 1兆 6,759億円であり、それぞれ大阪府全体の 13.5％、9.8％、
7.8％を占めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 大阪府内の他市町村と比較すると、事業所数と従業者数は大阪市に次いで第 2 位、製造
品出荷額等は大阪市、堺市に続き第 3位となっているが、可住地面積 1k㎡当たりの工場数
を比較すると、東大阪市は大阪府内の各都市をはじめ、東京都（区部）をも上回り全国 1
位である。 
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2 業種別・規模別企業数 
 
（1）規模別企業数 
 東大阪市は、少数の大企業と圧倒的多数の中小企業によって構成された集積である。 
 従業員規模別に事業所数をみると、東大阪市の全製造業事業所 9,348のうち、従業員 300
人以下の事業所が 99.9％を占めている。さらに、従業員 1～3人の事業所が全体の 44.7％、
4～9人の事業所が 35.8％を占めている。 
 事業所数で 80.5％を占める従業者 1～9 人の事業所は、従業者数では全体の 32.7％、製
造品等出荷額で 17.3％を占めるに過ぎない。 
1事業所当たりの従業者数、製造品等出荷額とも、東大阪市は、大阪府全体の水準より低
くなっている。 
 
（2）業種別企業数 
 東大阪市の製造業の事業所数を産業中分類レベルでみると、「金属製品製造業」が 2,399
事業所で全体の 25.7％と最も高い割合を占めている。次いで、「一般機械器具製造業」が
2,076事業所で全体の 22.2％を占めているが、機械関連産業については、その他にも電気機
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械（578事業所、6.2％）、輸送用機器（244事業所、2.6％）、精密機器（87事業所、0.9％）
などが立地している。 
 以上のように、もともと地場産業である金属（河内鋳物）を基盤として発展した「金属
製品製造業」「機械器具製造業」が東大阪市の中心的な業種のひとつとなっている。 
 また、食料品（116事業所、1.2％）、繊維（111事業所、1.2％）、衣服（304事業所、3.3％）
をはじめ、プラスチック製品製造業、出版・印刷・紙、ゴム、皮革など、多様な日用雑貨
を製造する業種が存在している。 
 さらに、金属、繊維、ガラス、化学、プラスチック、ゴムなど、多様な素材を供給する
企業も存在している。 
 このような業種の多様さが、東大阪市の際立った特徴である。 
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Ⅲ 製造業集積の推移 
 
1 集積形成の歴史的経緯－東大阪市工業小史－ 
 
 東大阪市に、上述したような多様な業種にわたる多数の中小企業が立地し、今日のよう
な姿の集積となったのは、日本経済が高度成長を遂げた昭和 30 年代の末から昭和 40 年代
にかけて、大阪市や近隣の地域から多数の中小企業が流入したこと、また、東大阪市にお
いて活発に新規開業が行われたことによるところが大きい。 
 しかし、モノづくりの伝統は、極めて古くから、この地に存在していた。 
 
（1）江戸～明治〔雑貨型と金属の二つの地場産業の起源〕 
 東大阪市域（旧布施市地域）は、大阪という大消費地に隣接するという地理的なメリッ
トを生かし、江戸時代から木綿、製薬、製粉、菜種油、伸線業、鋳物工業などが盛んであ
った。これらの工業の多くは、時代とともに衰退したが、なかでも河内木綿は、明治期以
降の輸入綿の急増と近代的紡績工場の勃興に伴って急速に斜陽化した。これらの斜陽化し
た業種に従事していた労働者の多くは、大阪に出てタオル・ブラシ・ボタン等の生産に従
事し、そこで身につけた技術を再び東大阪に持ち帰って新たな産業を興した。 
 一方、地場の伸線業から金網産業が誕生するなど、東大阪市域に生き残った業種にも新
たな展開がみられた。 
 
（2）大正～昭和初期〔インフラ整備による集積の拡大〕 
 大正 3 年には、大阪電気軌道（現在の近鉄奈良線）の開通に伴って、東大阪市域に電力
が供給され始め、また、大阪に近接した布施地区の高井田が区画整備されるなど、工業地
帯としてのインフラが整った。これに伴い、大阪市内から東大阪市域への工場進出が活発
化した。 
 昭和に入ると、昭和 6年に城東貨物線が、昭和 11年には府道今里枚岡線（産業道路と呼
ばれる道路）が開通し、大阪市と東大阪市が鉄道・道路で直結されたことを契機に、大阪
市から東大阪市への企業進出は一層活発化した。 
 昭和 10 年当時の布施市（昭和 42 年布施市・河内市・枚岡市が合併し東大阪市になる）
の工場数は 340工場、職工数は 4,870人であり、大阪府下では、堺市の 771工場に次ぐ規
模の工業集積が形成されていた。この時期の主な業種は、セルロイド、鋳物、撚糸、機械
器具、日用雑貨であった。 
 
（3）第 2次大戦前後〔機械・金属産業集積の拡大〕 
 東大阪市に隣接する大阪市は、昭和 10年代には繊維機械の生産拠点であり、特に、国産
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ミシン部品の多くが大阪市で製造されていた。第 2 次世界大戦の戦時体制が強まるととも
に、これらの産業が大阪砲兵工廠のすそ野産業として機械・金属業へと転向し、生産の拡
大に伴って東大阪市に立地しはじめた。 
 戦後、戦火によって大阪地域の主要な工業地帯が消滅したなかで、東大阪市の工業集積
は戦火から逃れ、比較的早く復興することができた。その後、朝鮮動乱特需、復興需要に
支えられ、針金、有刺鉄線、釘、金網、工具など建築関連の地場産業が活況を呈した。 
 昭和 30年代になり、家庭電気機器産業がめざましい躍進をとげると、東大阪市の近接地
に立地する家電大手メーカーの松下電器産業、早川電機工業（シャープ）、三洋電機から、
ミシン部品をつくっていた東大阪市の中小機械・金属事業所に対して、部品製造の発注が
またたく間に集中した。これに伴い昭和 30 年代から 40 年代にかけて、東大阪市では事業
所数が 2倍近くにまで増加した。同じ時期の大阪府全体の工場数の増加率が 35％であった
のと比較すると、いかに、東大阪市の増加が急激であったかがうかがえる。 
 
（4）昭和 40年代〔中小企業のまちの形成〕 
 東大阪市が、今日のように多数の小規模工場が集積する「中小企業のまち」となったの
は、昭和 40年代に入ってからである。 
 昭和 40年代に東大阪市の工場数は、ほぼ倍増した。増加した工場の多くは従業員 3人以
下の工場であり、主として大阪市や東大阪市内の中小企業に勤務していた熟練労働者の独
立開業によるものが多かった。 
 この時期に、東大阪市で独立開業が爆発的に増加したのは、昭和 30年代の半ばから始ま
ったわが国の高度経済成長が長期に及び、既存の工場での内作だけは急速に拡大する生産
需要に対応できなくなったためである。 
 このような小規模工場の独立開業を支えたのは、農地を転用して建設された関西特有の
連棟式の貸工場である。最盛時には市内に 500 棟前後の貸工場が立地し、零細中小企業の
生産拠点となった。 
 
（5）昭和 40年代後半から〔経済環境の激変と企業数の横這い・微増〕 
 その後、昭和 40年代後半のドルショックやオイルショックなどの影響を受け、東大阪市
では、転業・廃業・倒産する事業所も多くなり、事業所数の激減が予想されたが、その都
度、したたかに、巧みに事業規模の縮小・分社（従業員の独立・開業）を行って対応した
ために、昭和 50 年代に入って事業所数は横這い傾向となった。そして、昭和 58 年には事
業所数はピークに達し、以後、減少傾向に転じた。 
 
（6）昭和 60年代から〔経済環境の激変と企業数の減少〕 
 その後、事業所数は微増・微減を繰り返し、昭和 60年代のプラザ合意後の急速な円高と
生産拠点の海外移転、平成 3 年のバブル崩壊といった経済環境の激変に直撃される。多く
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の企業が、その都度、したたかで巧みな経営でこれらの苦境を乗り越えてきたものの、平
成 2年から平成 7年にかけては約 900の事業所が減少した。この減少が、製造業の空洞化
の前兆なのか、あるいは製造業の構造転換に伴う産業の変貌過程なのか、今後の考察が待
たれる。 
 
2 企業数の推移 
 
 現在のような中小企業のまちが形成されはじめた昭和 40 年以降に着目し、昭和 35 年以
降の事業所数の推移を工業統計でみると、次の四つの局面がみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（1）第 1期：増加期（～昭和 50年） 
〈増加の概要〉 
 高度成長と、家電産業の発展を追い風として、企業数が増加した時期である。 
 工業統計表によると、企業数は、昭和 41年が 4,304社、45年が 6,109社、昭和 50年に
は 9,479 社と急激に増加した。とりわけ、大阪万国博覧会の開催に向けて東大阪市でも交
通インフラが急速に整備され、それにともなって農地から工業用地へと転用が進み、5～8
軒が連なる連棟型（長屋）の貸工場が道路沿いに新築された。これが新規開業を目指す経
営者の受け皿となり、中小零細企業が急速に増加した。 
 大阪市内の沿岸部や都心部に立地していた中小企業は、地価高騰と住工混在問題、公害
規制の強化から、事業規模拡大の用地を求めて東大阪市に流入した（中小企業経営者の多
くは事業を開始する場合、方角を気にする。同時期に門真・寝屋川・枚方方面も工業適地
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として注目されたが、大阪から見て鬼門に当たるため、東大阪市を選んだ経営者も見られ
た。さらに、民間信仰として、生駒山の多くの神社が商売の神様〈石切神社は薬の神様〉
であり、この地が商売の地として適地と見なされた）。 
 
〈小規模零細企業の増加〉 
 事業所数がピークに達した昭和 58 年の従業員規模別の事業所数は、昭和 37 年当時と比
較すると、「1～3人」が 4.62倍、「4～19人」が 3.6倍、「20～99人」が 1.13倍、「100～
299人」が 0.75倍、「300人以上」が 0.85倍となっている。 
 また、「1～3人」の企業の増加は、昭和 40年頃から顕著となり、昭和 45年～50年にか
けてピークに達している。 
 これは、この時期、東大阪市をめぐる交通アクセスが急速に整備されたため、隣接する
大阪市平野区、生野区から流入する事業所が増大したこと、高度成長が長期に及んだため
従来の企業内での内作では需要に対応しきれず、既存企業からの独立・開業が相次いだこ
となどによる。 
 
〈小規模零細企業の苗床となった貸工場〉 
（ⅰ）建設の経緯 
 こうした小規模零細企業の苗床となったのが貸工場である。貸工場とは、1棟 5～8軒程
度のスレート葺き、ブロックかベニヤ板で間仕切りされ、最小限の水道・ガス・電気設備
が施してある 10 坪～30 坪程度の平屋（一部 2 階建もある）の工場アパートであり、現在
でも市内の各所に約 500棟あると言われている。 
 貸工場は昭和 30年代の中頃に登場したと言われている。その登場の仕方には、農民組合
の指導者であった荻田氏が自分の土地を効率的に利用するため、工場を建てて貸したとい
う説（地主説）や、労働争議に直面した佐伯興業（昭和 37～38年の頃のこと）の経営者が
事業に嫌気をさし、自社の工場を分割して貸工場にしたという説（跡地利用説）がある（貸
工場専門の不動産屋でのヒアリング）。 
 昭和 40年以降の東大阪市内における貸工場の増加傾向と、上述した小規模零細企業の増
加傾向はほぼ一致する。すなわち、昭和 40～43年にかけての中央環状線（幹線道路）の整
備と時期を同じくして、多数の貸工場が林立し始めている。昭和 45年に、大阪万国博覧会
に向けてのインフラ整備の一環として産業道路（中央道路・枚岡～築港線）が開通し、交
通の便が良好になると、周辺の農家が保有している農地の付加価値を高めるために、貸工
場を建設し始めた（当時、民間アパートより貸し工場のほうが坪当たりの収益が高かった。
また、鉄道の駅から遠距離にあり、民間アパート建設に向かない農地で貸工場の建設が盛
んに行われた）。昭和 45年前後には、東大阪市の貸工場は 500棟 2,500軒に達した。 
 こうした貸工場の建設がピークに達するのは昭和 47 年から昭和 49 年にかけてである。
それ以後は地価の上昇や住工混在問題、公害規制などにより、新規の貸工場の立地は少な
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くなっているが、最近では、工場の跡地や更地を倉庫にしている例があり、時代とともに
貸工場の役割が変化してきている。 
（ⅱ）貸工場が果たした役割 
 東大阪市は、戦前から稚貸製造を中心とした中小企業が集積しており、昭和 30年代の後
半から始まる高度経済成長期には、弱電・ミシン等の部品供給基地、下請集積地としての
位置づけを確たるものとしていた。これらを背景に、昭和 40 年代の 10 年間で事業所数は
2.5倍と急増するが、その多くが貸工場を利用していた。貸工場は、高度成長に伴い増加し
た新規事業所の受け皿としての役割を果たしたのである。 
 また、貸し工場に入居した事業主の大半は、四国・九州等から大阪に集団就職した人々
であった。彼らは、ほぼ 10年間、中小企業でモノづくりの技術を磨き、青雲の志で独立し
ていった。その受け皿となったのが、東大阪市の貸工場である。貸工場は、こうした人々
に僅かな資本で独立できる場を提供する役割を果たしたのである。 
 東大阪市には、零細な金属加工業が多いが、このような企業か倒産すると、従業員仲間
が集まり 2～3社に分社独立していくケースが多くみられた。彼らの仕事は小さな部品、螺
子、クギ、金型部品製造などである。貸工場は、こうした分社設立の場を提供する役割も
果たしたのである。 
（ⅲ）貸工場で育った企業 
 かつては、中古の工作機械 1 台で操業している企業が多くみられたが、現在では、親企
業の要求により NC 工作機械を導入している企業もみられるようになった。こうした企業
のなかには、例えばタカコ精機のように、当初、貸工場で事業を始めやがて中堅企業にま
で成長した企業もある。 
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（2）第Ⅱ期：横這い・微増期（昭和 50年～昭和 58年） 
 昭和 50年に 9,479社に急増した工場数は、東大阪市地区における地価の高騰と住工混在
問題、公害規制の強化から新規開業が減少し、その後、9,500社前後での横這い状況が続い
た。増加率は低減したものの、ピークに達する昭和 58年には 10,033社となっている。 
 
（3）第Ⅲ期：横這い期（昭和 59年～平成 2年） 
 昭和 58年のピーク以降、企業数の増加は、微減増を繰り返す横這い状態となった。 
 昭和 60年の企業数は 9,933社、昭和 63年には 9,679社と、ドルショックにともなう経
済不況の影響を受け減少したが、平成 2年には 9,810社と増加に転じた。 
 
（4）第Ⅳ期：減少期（平成 3年以降） 
 昭和 60年のプラザ合意後の円高とバブル経済崩壊に伴う平成不況を経て、企業数は減少
傾向に転じ、平成 2年（9,810事業所）から平成 7年（8,918事業所）にかけて、東大阪市
では 892事業所が倒産・廃業・転業した。減少の中心は、従業員規模 1～9人の零細企業で
あり、700弱の事業所が減少している。 
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Ⅳ 東大阪市の中小企業集積の特徴 
 
 過去、幾多の経済的危機に直面するたびに、日本の中小企業はその存在基盤を問われて
きた。しかし、ひたすらモノづくりに邁進している中小零細企業は、外部の営業・開発・
流通機能を巧みに利用し、細分化されたニッチ市場向けの製造工程に特化した事業形態を
とり、一定の集積のなかで、企業間の幅広い連携を創出して生き延びてきた。また、細分
化された製造工程や機能のなかで、極めて高い加工技術を有する企業も輩出する。これら
の「取引面での連携」や「優れた加工技術」などの特徴は、東大阪市の中小製造業の集積
に顕著に認められるが、他の多くの中小企業集積においても多かれ少なかれ見られる特徴
である。 
 他の中小企業集積と比較して、東大阪市をより代表的な集積としているのは、むしろ以
下のような特徴である。 
 
1 圧倒的な「幅」「層」「厚み」 
 
 東大阪市の工業集積の第一の特徴となるのは、圧倒的「幅：多様な業種の企業が存在し
ていること」と「層：基盤技術から先端技術まで、多様な技術が隙間なく存在すること」、
さらには「厚み：各業種ごと、各層ごとに、中堅企業から零細企業まで様々な規模の企業
が多数集積していること」である。 
 
（1）「幅」の広さ（＝業種の多様さ）について 
 東大阪市の業種の多様さは、日用雑貨、機械、金属という三つの分野に分けて捉えるこ
とができる。 
 
① 日用雑貨 
（ⅰ）地場産業を基礎に発展 
 東大阪市の日用雑貨産業は、大阪市という大都市の消費地をマーケットとした日用雑貨
の製造から始まった。 
 昭和初期の東大阪市では、農家の副業として、以下のような多様な雑貨の製造がみられ
た（武知京三『戦前東大阪の地場産業小史』による）。 
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 このような地場産業を基礎として、あるいは、機械・金属などの技術と連携することに
より、現在の東大阪市には、繊維、樹脂、金属、ゴム、プラスチック、皮革、木、陶器、
ガラスなどの多様な業種が集積している。 
（ⅱ）創造されつつあるマーケティング機能 
 これらの日用雑貨は製品の寿命が短く、常に新たなマーケットの開拓に取り組む姿勢が
要求されるうえ、近年、海外製品との過度の競争に晒されている。そのため、この製品分
野のなかで生き残ろうとする企業には、マーケティング機能と商品開発機能を強化するこ
とが不可欠となる。 
 東大阪市では、確実にこのような機能を強化し、独自にマーケットを開拓している企業
が育ちつつある。東大阪市と東大阪商工会議所が日本のトップシェア企業を集めて制作し
た「いちばん鑑東大阪」によると、東大阪市には、ヘアブラシ、幼児衣料、スチールキャ
ビネット、携帯用カセットコンロ、ショッピング用紙袋、ジーンズ、登山用ポンチョ、ポ
リプロピレンフィルム製袋、ヘアコーム、卓上日記・ノート、額縁用金具、カバン・袋物
用ゴム、紙トレー、刷毛、ヘアピン樹脂、クリップなどのトップシェア製品を有する企業
が存在している。 
☆事例：アイリスオーヤマ（本社仙台） 
 東大阪市で創業したアイリスオーヤマは、当初、プラスチック容器のブロー加工を下請
けで行っていた。創業者である父親の死亡後、19歳の時（昭和 39年）に事業を引き継いだ
現在の経営者は、下請けから脱皮するために新たな事業に挑戦し、自社製品の開発と市場
開拓を同時に行った。 
 しかし、昭和 48年の第 1次オイルショック時に経営危機に直面し、翌 49年には東大阪
市工場を閉鎖して経営拠点を東北に移した。この経験を糧として、従来の少品種大量生産
と問屋に依存する経営から、消費者ニーズをきめ細かく把握する情報戦略を基礎とする多
品種少量生産と、確実な配送システムを自前で有するメーカーベンダーへと脱皮していく。 
 最近では、ホームセンターと連携しながら、家庭用園芸品などの製造・販売を行うなど、
業界の価格破壊児として旋風を巻き起こしたこともある。 
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（ⅲ）景気後退時の緩衝材 
 日用雑貨には生活必需品も多いため、好不況にかかわらず、国内市場において一定のマ
ーケットを確保しやすいという特徴がある。また、小規模零細な家内工業が多く、家族従
業員のウエイトが高いため、景気後退時には、従業員を削減して事業を縮小することが比
較的容易であり、倒産・廃業という最悪の結末を避けやすい。 
 このような理由から、日用雑貨製造業は不況に強く、東大阪市において企業数の減少に
歯止めをかけ、集積を維持するショックアブソーバー的役割を果たしてきたと言われてい
る。 
 
② 機械 
（ⅰ）ミシンの部品が家電・自動車と結びついて発展 
 第 2 次世界大戦後、大阪市に立地したミシンメーカーへの部品供給のために大阪市生野
区や東大阪市に機械・金属部品メーカーが集積した。その後、わが国のリーディング産業
が自動車・家電など加工・組立型産業にシフトし、これを核とした高度経済成長が継続す
るなかで、東大阪市は、これらの産業を支える一大サボーティングインダストリーの集積
地としての役割を果たすようになった。 
☆事例：中農製作所 
 中農製作所（従業員 43 名）は、昭和 24 年にミシン部品加工を目的として創業した。そ
の後、ミシン部品加工で培った精密切削加工技術をもとに、家電や成長分野の部品を手が
けてきた。さらに、昭和 51年から自動車用部品（トルコンクラッチ）の製造を開始し、急
速に成長した。現在は、船舶・農機具のクラッチや油圧機器、産業機器、事務機器の部品
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加工や組立を行っている。 
☆事例：三星製作所 
 三星製作所（従業員 95 名）は、昭和 22 年の創業当初、工業用ミシン部品や自転車部品
の加工を主に手がけていた。その後、社訓として、製品開発力と自社技術の向上に励み、
現在では、受注生産から独自製品の開発までを手がけ、工作機械用治工具、油圧機器、工
業用ミシン部品、弱電部品の製造を行っている。 
☆事例：マルサ製作所 
 マルサ製作所（従業員 4 名）は、大手家電メーカーの技術開発部長を退職した現経営者
が、貸工場で息子と共同で創業した。最新鋭の機械設備でどのようなものでもこなす、部
品づくりの便利屋を自負している。主たる取扱品であったミシン（工業用ミシン）部品の
受注は激減したが、今まで培ってきた技術力で水中撮影用のカメラボックスの試作に成功
した。 
（ⅱ）多様な民生用・産業用機械部品を製造 
 これらの集積を基礎として、現在、東大阪市には、多様な民生用・産業用の機械・器具
を製造する機器が揃っており、金属加工機械、自動機械、産業機械、精密機器、鍛圧機械
製造、ガラス切断機、専用工作機械、工作機械、工作用機器、ボール旋盤、自動溶接機、
省力機械、油圧機械、自動機器、ミシン部品、ダンボール、印刷機械器具、搬送用機械、
伸線機械、製缶機械、ビニール自動製造機械、印刷製本機、NC裁断機、ロボット、ポンプ、
ネジ選別機、ガラス自動切断機、船舶用軸系装置、紙トレー製造機、プラスチック粉砕機、
金属部品、木工の表面自動研磨機、パチンコ玉製造器等遊戯機器などの分野でトップシェ
アを有する企業が存在している。 
（ⅲ）多様な機械部品・器具、治具・工具の調達が可能 
 多様な機械関連の事業所が集積している東大阪市では、多様な金属素材の加工が行われ
ている。そのために必要な機械・器具の提供を目的として、大阪市内に立地していた機械
部品・器具、治具・工具メーカーや問屋が、東大阪市内に受け皿として設けられた金物団
地に移転するという現象がみられた。 
 また、このような問屋に商品を供給し始めた東大阪市の下請け企業が、独自商品を開発
して、トップシェア企業にまで発展した事例もみられる。 
☆事例：トラスコ中山 
 大阪市内から東大阪市に移転した問屋のひとつであるトラスコ中山は、現在、17 万点も
の治具・工具、部品・金物を供給するベンダーメーカーとして発展している。昭和 39年に
この業界に参入した同社は、後発の不利を小ロットの配達（例えば、ペンチ 1 個からの注
文に応じ、前日の午後 5時までの注文は、翌日配送するなど）を売り物として急成長した。
現在、プライベートブランドを自社工場および委託で製造している。 
☆事例：大昭和精機 
 大昭和精機（従業員 420 人）の経営者は、以前、叔父とミシン部品製造業を営んでいた
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が、そこで培った技術を梃に、昭和 42年に精密機械保持工具会社を創業した。当社は、創
業時から東大阪市にある企業の高い技術力を積極的に活用し、共同開発や特注品の生産を
行っている。今日では、「ビック」ブランド名でよく知られる世界的に有名な工作機械用ツ
ーリングメーカーである。 
☆事例：ロブテックス 
 海外からの競合品の輸入増と自動車や家電、機械の需要低迷から、従来の主力製品であ
るモンキーレンチなどの作業工具にかわり電設工具、省力工具などの新分野に挑戦してい
る「ロブテックス」（地引啓社長）は、創業時はバリカンメーカーであった。昭和初期から
工具を手がけ、モンキーレンチのトップメーカーとなっていた。 
 
③ 金属（地場産業） 
（ⅰ）発展の経緯 
 東大阪市の金属関連の製造業は、江戸時代に既に盛んであった「河内鋳物」にその起源
をみることができる。その後、大阪市からの企業進出、大阪砲兵工廠の下請け、戦後の朝
鮮動乱特需や復興需要に伴う建築関連金物製造の活発化、機械製造業との連携などという
経緯を経て、現在は、東大阪市で最も企業数の多い業種となった。 
☆事例：日豊金属 
 日豊金属（従業員 25 名）は、東大阪市で、昭和 16 年にプレス工場として創業し、大阪
砲兵工廠の協力工場にも指定されるほどの高い技術力を誇った。現在では、建築金物を製
造するとともに、カーテンフック全自動組立機や全自動ネジポリ包装機など、自動機械の
製造や各種省力機械の設計から製作までを行っている。 
（ⅱ）多様な金属に対応 
 東大阪市には、伸線・螺子・金網・作業工具等を中心に、多様な金属に対応できる集積
が形成されている。また、鋼製・ステンレス製丁番、ハンマー、雨桶受金具、アートネジ、
金属チューブ、ステンレス製バルブボール、鋼管継手、フッソ樹脂コーティングボルト・
ナット、同軸ケーブル・コードケーブル、鉄道用架線金具、光海底ケーブル耐圧層用の異
型線、額縁用金具、カラーワイヤー、高級ペンチ、精密ナットなどの分野でトップシェア
製品を有する企業が存在している。 
☆事例：オクダソカベ 
 伸縮管継手の設計・製造企業「オクダソカベ」（奥田保幸社長）は、上下左右 1.5m の揺
れに耐えることが要求される明石大橋の水道管継手を手がけている。阪神大震災では多く
の継手が破損した中で、同社の伸縮管継手が破損しなかったことで注目された。 
☆事例：ナミテイ 
 戦後間もなく釘のメーカーとして生まれた「ナミテイ」（村尾雅嗣社長）は、今日では光
ファイバーの保護材等に使われる異形線のメーカーとして知られる。日米間を光ファイバ
ーでつなぐ太平洋海底ケーブルにも、ナミテイで開発された耐圧層が採用されている。 
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（2）「層」の厚さ（＝様々なレベルの技術の存在） 
① 基盤技術を担う企業 
 東大阪市には、表 6 にみられるように、鋳造・鍛造、切削、ネジ加工、研削、プレス、
製缶・板金、表面処理、熱処理、溶接・溶断、研磨、直線加工などの基盤技術を担う企業
も多数存在している。このような基盤技術についても、業種的な広がりがみられ、金属加
工にとどまらず、プラスチック加工、木製品加工、紙加工、印刷・製本、縫製などのあら
ゆる素材に関する基盤技術を有する企業が存在している。 
 
② ハイテク企業の成長 
 各分野のなかには自社の加工技術を高度化し、他の追随を許さない製品の製造や加工を
行っている企業が存在する。また、電子、レーザー、光学などの分野の先端技術を活用す
るハイテク企業も登場している。このような企業のなかには、コアの技術とアイデアだけ
を自社で保有し、その他の機能を周辺企業に外部委託するなど、新たな業態をとる企業も
登場している。 
 このようなハイテク企業のなかには、大企業の技術者がスピンアウトして独立したり、
あるいは企業の開発部門がまるごと分離独立したものもみられる。さらに、多くのハイテ
ク企業は、積極的に高学歴者や中途採用者を採用し戦力としている。 
 一方、外国の企業と提携したり、共同して技術開発を行うケースもあり、東大阪市の集
積がこれらの企業にとっては大きな苗床になりうる。 
☆事例：アイテックツリタニ 
 アイテックツリタニ（従業員 250人）は、大正 13年に創業し、当初は軍事用の真空管に
使われるリード線を手がけていた。独自の加工機械の開発技術を活かし、その後の電子分
野の発展に伴い事業分野を拡大してきた。現在では、電子部品用リード線の分野でトップ
シェアを誇っている。 
☆事例：ニッショー機器 
 ニッショー機器は、省力機器メーカーの開発を担当していたエンジニアが、倒産した自
社のレーザー技術に関する特許を購入して創業した企業である。この際、立地場所として
東大阪市を選択したが、その理由としては、同社が頭脳的な役割を果たし、地域の企業集
積を利用して製品をつくることが可能であったことがある。 
☆事例：タカコ精機 
 大手油圧ピストンリングメーカーのタカコ精機の現経営者は、大学の理工学部で金属製
品の研究を行い、その後、渡米して MIT（マサチューセッツ工科大学）で学ぶなどの経験
を積み、帰国後、大手ピストンリング会社に就職、そして昭和 48年に創業した。 
 その際、独立の場として選んだのが東大阪市の貸工場である。コアの技術とアイデアを
持っていれば、周辺の多様な機能を利用して安いコストで創業できる環境が当地に整って
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いることが、東大阪市を選択した理由のひとつである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3）「厚み」の厚さ（＝各業種や技術レベルごとに様々な規模の企業が集積している） 
 東大阪市は、立地している企業全体の数が多く、各業種や各技術レベルごとに複数の企
業が存在している。また、それぞれの業種が少数の大企業や中堅企業によって統括されて
いるのではなく、どの業種についてみても、一定数の企業が存在することが、東大阪市の
大きな特徴である。 
 表－7は、工業紙分類別に製造品等出荷額の上位 40業種を示したものである（東大阪市
経済部事務概要、平成 7年 3月、東大阪市経済部より）。日用雑貨品、金属製品・部品、機
械器具の分野それぞれで上位にランクされる業種がみられるが、個々の業種とも複数の企
業が存在している。 
 例えば、日用雑貨分野のうち、プラスチック製日用雑貨・食卓洋品製造業は第 12位にラ
ンクされているが、90事業所数で構成されている。第 24位にランクされているニット製品
製造業は 17事業所、第 25位の角底紙袋製造業は 5事業所である。 
 金属製品・部品分野のうち、第 2位の伸線業は 74事業所、第 3位のボルト・ナット・リ
ベット・小ねじ・木ねじ製造業は 197事業所、第 7位の電線・ケーブル製造業は 217事業
である。 
 機械器具分野のうち、第 4位の自動車部分品・附属品製造業は 75事業所、第 5位の電気
照明器具製造業が 93事業所、第 8位の冷凍機・温湿調整装置製造業は 24事業所、第 11位
の事務用機械器具製造業は 257事業所である。 
 
2 「幅」「層」「厚み」が生み出すメリット 
 
（1）モノづくりのデパート 
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 東大阪市は、その「幅」（＝業種の多様さ）、「層」（＝様々なレベルの技術の存在）、「厚
み」（＝各業種や技術レベルごとに様々な規模の企業が集積している）によって、あらゆる
モノをつくることが可能な集積＝「モノづくりのデパート」となっている。 
 「モノづくりのデパート」は、以下のようなメリットを生み出している。 
 
① あらゆる分野・技術があることを期待して企業が集まる 
 多数の企業があらゆる分野で、あらゆる技術を活用して企業活動を行っているため、受
注先や外注先の確保が比較的容易である。 
 最近では、コアの技術や企画開発・設計機能だけを自社で保有し、東大阪市の他の企業
をコーディネートして製造を行うといった、新しい業務形態の企業の進出もみられるよう
になった。 
 
② 「機械屋」・「設計屋」などの域内サービス業が成立する 
 多数の企業が集積するため、それらを対象として、製造・加工機械のメンテナンス、治
工具の供給、設計事務所、試作事務所、試作工房、人材派遣業、小口配送業など、域内サ
ービス業が事業として成立する。 
 これらのサービスは、東大阪市のモノづくりになくてならないものである。 
 
③ 同じ加工でも量産型・超精密型など差別化が可能になる 
 東大阪市に集積する他の企業の製造機能と組み合わせて製造・加工を行うことが可能で
あるため、自社の機能を得意な分野のみに特化しても受注を確保することが可能である。
また、自社で揃えなくてはならない製造・加工機能を絞りこめるためリスク分散がしやす
く、新規開業も容易である。 
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（2）モノづくりの試作室・研究室 
 東大阪市には、研究開発の拠点・試作工房・商品テスト・モデル作成・新たな加工技術
の創造等の機能が隠れて存在している。この機能を旨く活用することにより、新素材の製
品化の方法および加工方法、新製品の開発、より効率的な加工・組立技術の確立などを素
早く行うことが可能となる。このような機能も、「幅」「層」「厚み」を有する東大阪市なら
ではのサービス機能・人材・技術を背景に創出されている。 
 
① 試作工房の存在 
 あらゆる製品の試作と、極めて加工精度が難しい単品製品の製造を行っている株式会社
大阪試作室（従業員 10名）の場合、企業からの試作依頼を受け、モデル作成と製造工程の
指導・図面作成を行い、零細企業・中小企業・大手企業に製品開発のヒントを付与してい
る。 
 
② 設計事務所 
 東大阪市で経営コンサルタントと設計を行っている西村エンジニアリング（従業員 3名）
の場合、経営指導先の大手・中小企業・零細企業から商品開発の依頼を受け、設計とモデ
ルの試作、量産品の商品化のフォローアップと販路開拓を行っている。 
 試作品のアイデアの提供から、販路・取引先の紹介、製品開発の指導までこなす街の便
利屋である。大手企業はこのような設計事務所に試作の依頼をし、製造企業の紹介から指
導まで任せる。製品化の可能性が明確になった後は、大手メーカーは直接その企業に製造
を発注する。受注企業は設計・経営コンサルタント料として設計事務所に諸経費を払うと
いうのが一般的なシステムである。 
 
③ 大手企業が試作室として活用 
 新素材開発を積極的に行っている関西系大手製鋼メーカーは、金属加工のあらゆる工程
が揃う東大阪市の中小企業群を、開発した新素材の試作市場として活用している。例えば、
極めて硬い金属を開発した場合、それを使ってどのような工具・器具・製品を製造できる
のか、また、どのように加工できるのかなどを実際に加工し、試行錯誤を繰り返して製品
化していくことが必要となる。そのために、取引先の中小企業に新素材を持ち込み、その
用途や用途に応じた改良についての試作・開発を共同で行う。 
 このような機能を可能としているのは、東大阪市の「幅」「層」「厚み」と、そのなかで
活躍する「素材の目利き」や「加工のプロ」ともいえる熟練技術者・技能者の存在である。 
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Ⅴ 東大阪市の中小企業集積が意味するもの 
 
1 わが国のモノづくりにとっての重要性 
 
（1）大都市圏型の産業集積が果たしてきた役割 
 わが国は、自動車・家電・電子など、加工・組立型産業をリーディング産業として高度
経済成長を遂げてきた。その際、大手メーカーを頂点とするピラミッド型の産業構造を形
成してきた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 このような構造のなかで、一般に地方型集積が少品種大量生産の拠点としての役割を担
ってきたのに対し、大都市圏型集積は、オーダーメードや試作などの高付加価値な製造・
加工部門を担ってきた。 
 
（2）新規産業の創造に向けて期待される役割 
 欧米先進諸国へのキャッチアップという目的をほぼ達成し、国民の志向が「物質的な豊
かさ」から「精神的な豊さ」へと、また、「横並びのライフスタイル」から「自分のライフ
スタイル」へとシフトするのに伴い、従来のマーケットに加えて細分化・短サイクル化し
た、新しい産業の創造に結びつくニッチな市場が多数潜在する。 
 このようなマーケットに対応していくことが、わが国の経済の活性化に向けての重要な
課題のひとつであるが、そのためには、製品ニーズを顕在化させるための鋭敏なマーケテ
ィング機能、顕在化したニーズとそれを具体化するために必要な技術をマッチングさせる
コーディネート機能、そして「ニーズと技術に対応し、モノづくりを具体化するための高
度で柔軟な製造機能」が必要となる。 
 このような機能は、大都市圏型中小企業集積が得意とするところであり、東大阪市のよ
うな大都市圏型集積には、「新たな産業の創造の基盤」としての期待が高まっているのであ
る。 
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2 東大阪市の「明」と「暗」 
 
（1）強化が求められる機能 
 東大阪市が「新たな産業の創造の基盤」としての役割を果たしていたくめに、以下の 3
つの機能の強化が求められる。 
 
① 製品ニーズを顕在化するための鋭敏なマーケティング機能 
 概して中小企業が大手企業に依存する傾向がみられる機能であるが、ニッチなマーケッ
トを発掘・創造していくためにも、東大阪市の中小企業自身が、できるだけダイレクトに
マーケットに結びつくための機能を強化していくことが重要である。 
 
② 顕在化した製品ニーズとそれを具体化するために必要な技術をマッチングさせるコー
ディネート機能 
 東大阪市あるいは、大学、大企業などに蓄積された技術と製品ニーズを結びつけ、製品
の企画開発を行う創造力・技術力・経営センスを持ったコーディネート機能を強化してい
くことが必要である。 
 
③ ニーズと技術に対応してモノづくりを具体化するための高度で柔軟な製造機能 
 東大阪市が有する従来の機能をより熟成・発展させていくことが重要である。 
 
（2）「モノづくりの頭脳集団」の出現 
 東大阪市で強化すべき三つの機能のうち、「顕在化した製品ニーズとそれを具体化するた
めに必要な技術をマッチングさせるコーディネート機能」については、東大阪市には、試
作工房、（モノづくりを企画・コーディネートする）設計事務所、（新たな市場に対応しよ
うとする）大手企業の企画・開発セクション、ファブレス型企業などの形で、「モノづくり
の頭脳集団」が形成されつつあり、その機能が高まりつつある。 
 また、「モノづくりの頭脳集団」を中心に、高度な加工機能が連携することにより、「ニ
ーズと技術に対応しモノづくりを具体化するための高度で柔軟な製造機能」についても、
その機能がますます高まっていくことが期待される。 
 コーディネートされる側の企業に目を向けると、東大阪市の企業は競争意識が強く、「工
具の貸し借り」は日常茶飯事であるものの、仲間受けや異業種交流がスムーズに進まない
という指摘もあったが、現在 14の異業種交流グループが形成されるなど、横の連携による
新たな市場開拓に向けての取り組みが芽生えつつある。 
 しかし、東大阪市の集積規模の大きさを考慮すると、より多数のコーディネーターが、
より多数の企業を巻き込んで事業展開をしていく余地が極めて大きいと考えられる。その
ため、試作工房、設計事務所、ファブレス型企業などのコーディネーターの進出や創業を
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促すこと、政策的にコーディネート機能を創出することなどが求められる。 
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（3）マーケティング機能の不足 
 東大阪市には、ハイテクの導入、加工技術の高度化や、企画力・アイデアの発揮によっ
てトップシェア製品を有している企業が多数みられる。また、日用雑貨のように、マーケ
ット開拓への取り組みが日常化されている業種も存在している。さらに、「モノづくりの頭
脳集団」によって、新たな製品が創造され始めている。 
 しかし、東大阪市の集積規模からみると、このようなマーケティング機能を発揮してい
る企業の割合はまだ少ない。そのため、政策的にマーケティングの支援機能を形成するこ
となどが求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
27 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
28 
 
（4）過疎化の進展 
① 過疎化の意味 
 わが国のモノづくりを支えてきた「大都市圏型集積」としての機能や、今後「新たな産
業の創造の基盤」として期待される機能は、東大阪市の「幅」「層」「厚み」を基礎に形成
され発展していくものと考えられ、その維持・発展は東大阪市によって重要な課題である。 
 これに対し、平成 2年からの企業数の減少は、以下のような事態をひき起こしている。 
・ほとんどの業種で「厚み」が削られている（＝企業数が少なくなっている）。 
・多様な「層」のうち、小規模・零細企業を中心に基盤技術に関わる部分が削られつつ
ある。 
・「厚み」のために、特定の「層」が喪失するには至っていないようであるが、その現状・
影響の的確な把握と予防策が求められる。 
・形成してきた「厚み」のため、「幅」の減少（特定業種の喪失）には至っていないよう
であるが、これについても現状・影響の的確な把握と予防策が求められる。 
・空洞化ということばは、特定の生産機能や技術レベルの喪失を強く感じさせるが、東
大阪市の企業数の減少は、空洞化に向けての「過疎化」の過程にあると言えよう。 
 
② 過疎化の原因と課題 
（ⅰ）大企業の生産拠点の海外流出 
 東大阪市は、企業城下町的な他の集積と比較し、特定の発注先への依存度が強い下請け
関係を基礎とした縦型の取引構造は弱く、むしろ全国に複数の取引先を有する独立性の高
い中小企業が多数存在するため、特定業種の不況などに対しては柔軟な対応力を有した集
積である。 
 しかし、かつての高度経済成長を支えてきた加工・組立型産業に適した大手メーカー→
一次下請け→二次下請け→三次下請けといった縦型のネットワークに似通った性質のネッ
トワークが、東大阪市の多様な集積のなかにも存在している（たとえば、三洋、松下など
の下請けや自動車メーカーの下請けを行っている企業も存在する）。 
 今回の企業数の減少をひきおこした大きな原因のひとつは、こうした親企業など得意先
の生産拠点の海外流出が進み受注が減少したためであり、また、同時にマーケティング機
能や開発機能を親企業など得意先に依存していた中小企業が、その機能を喪失してしまっ
たため事業がなり立たなくなったとも捉えることができ、マーケティング機能の強化は過
疎化への対応策としても極めて重要だと言える。 
（ⅱ）立地環境・創業環境の悪化 
 東大阪市の立地環境・創業環境の悪化については、以下のような点が指摘できる（立地
環境の悪化については、平成 8年版大阪経済白書による）。 
〈立地環境の悪化〉 
・隣接地や近接地での拡張スペースの確保が困難である。 
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・工場等制限法など法規制のため工場の増改築が難しい。 
・企業イメージを高めるような街並みとなっていない。 
・交通事情の悪化により、物流に支障が出ている。 
・工場移転跡地に建てられたマンションなどの住民と、隣接地や近接地の工場との間で
摩擦が起きている。 
〈創業環境の悪化〉 
・近畿自動車道沿線では平均坪単価（3.3㎡）100万円と、近辺に比べ地価が高騰した。 
・新規開業時に要する設備投資、開業運転資金が高騰し、2～3千万円となった。 
・ニッチ市場の技術レベルが高くなったため、従来のような腕一本・機械一台による創
業が困難になった。 
・このような状況のため、かつてのように独自に創業するのではなく、大企業からのス
ピンオフや暖簾分け・分社化による創業でしか、採算の取れる形での起業がしにくく
なっている。 
（ⅲ）後継者難による経営者の意欲喪失 
 経済のサービス化が進展するとともに、若者が製造業よりもサービス業やソフト産業に
魅力を感じるようになった。また、3Kという造語に象徴されるように、中小製造業のモノ
づくりの現場に魅力を感じる若者が少なくなった。 
 このような事態により、東大阪市の中小企業でも雇用確保が困難になっているが、何よ
りも問題となるのは、後継者が確保できなくなったこと、そのため現在の経営者が事業意
欲を失ってしまうことである。 
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Ⅵ総括 
 
1 東大阪市工業の今後の展開について 
 
（1）中小企業をめぐる環境の変化 
 雇用不安が日本中に蔓延している。今回の長期不況と国際競争の激化の影響を受け、大
企業を中心に雇用調整、常用雇用の減少およびパートと臨時雇用の増大、中高年のリスト
ラなど雇用排除型企業へと変貌を遂げ、さらに社会益と企業益の範離が急速に起こるなど
経済構造そのものが変わっていった。 
 今まで、日本の中小企業、とりわけ都市に集積する中小企業は雇用の受け皿として大き
な貢献をしてきた。しかしながら、昨今の経済状況悪化の影響を受け、受注不振、後継者
難、従業員（経営者も含め）の高齢化、設備の老朽化、取引先の減少、人材不足等で、調
査対象企業の 6 割近くが過去 3 年間減収・減益で推移し、さらに今後の経営方針として転
業・廃業を考えている事業者が 1 割弱存在している。今後、経済状況がさらに厳しくなる
と、一挙に企業数減少に拍車がかかるものと予想される。 
 東大阪市は、全国一の製造業事業所の立地密度を誇る集積地域である。そこは、あらゆ
る業種が揃う幅、自社製品を持つ企業から賃加工専門の企業までの多様な機能的階層、お
よび零細企業から大企業までの層、あらゆる企業規模が同業種・業態の中に存在する厚み
を抱いた、言わば“ものづくりの宝庫”である。その一方で、市内雇用の 6 割以上を維持
しているという側面もあり、“人材の受け皿”の機能もある。 
 
（2）“ものづくりの宝庫”と“人材の受け皿”の維持 
 東大阪市の中小企業集積が今後も“ものづくりの宝庫”“人材の受け皿”であり続けるた
めにも、抜本的対策が求められる。とりわけ、東大阪市の中小企業集積は全体が縦（下請
取引）や横（仲間取引）に網の目のように組織されているが、個々の企業はその持てる能
力を充分に発揮しているとは言えないことも調査でわかった。 
 中小企業は自らの情報の発信を躊躇する傾向がある。日本の中小企業で見られる一般的
な取引形態は、契約に基づく短期限定取引も存在するが、多くは、特定の企業と長期にわ
たって取引を継続してきた長期・無限定取引で、取引先からの注文により生産を行ってい
るため、大半の中小・零細企業は、それらがどういった技術、技能を持っており、何を造
っているのかさえ外部からは見えない（経営をガラス張りにしようとはしない）。このため、
域内企業であっても同じ域内にいかなる能力を持った企業があるかを把握しておらず、ま
して、域外の企業からはまったく顔がみえない企業集積になっていることも事実である。
そういう意味では、東大阪市の集積の持てる能力をまだまだ活かし切れていない。したが
って、集積の持てる絶対的な優位性を、関西はもとより全国、さらには海外にまで積極的
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に宣伝し、今こそ有効に活用すべき時期に来ているのではないだろうか。 
 
（3）東大阪の中小企業の今後の課題 
 平成 8 年度の事業所統計調査によれば、大阪府の事業所数は戦後初めての減少傾向とな
っており、特に製造業の減少が最大となっている。製造業の廃業率は年率 3％台でほぼ横這
いであるのに対し、開業率は平成 3年調査の半分の年率 1.5％まで減少している。今回の調
査においても、廃業を検討している企業が 7％以上あるとの結果が出ていることもそういっ
た傾向を裏付けるものである。 
 また、今後の経営上の課題として最も多かったのは「新たな取引先の開拓」で、4割以上
の企業が指摘している。このことは、横請け（仲間請け）も含めた既存の取引関係が限界
に達しており、新たな取引先を構築することの必要性を示唆している。こうした観点から、
より広域で多角的な営業情報を有している総合卸（ベンダー）や小売（リテーラー）等と
の情報交換を活発化させるなどにより、地域として新規市場創造に向けた製造業と市場を
結びつける人材（コーディネーター）やその機能（コーディネート機能）を育成構築する
必要がある。 
 無論、企業として独自に市場調査機能や市場開拓機能を有している企業は幾つかあり、
市場の動向をうまく捉えて業績を伸ばしている企業も存在している。しかし、地域の産業
集積を維持・発展させる上では、大多数を占める中小・零細企業に対してこそ消費市場の
情報を公開して公平に伝え、中小の事業者がその情報を判断して自らの方向性を定められ
るような仕組みへと社会を変革していくことが必要と考えられる。 
 一方、東大阪市域には、5つの大学が存在しており、昭和 60年より産学交流事業が継続
されてきたが、様々な理由から、大学の研究成果等が地域産業界に活用された事例は極め
て少ない。大学の研究成果の中から、事業化が可能なものを見つけ出していく仕組みづく
りも今後必要となるであろう。 
 しかし、そうした環境においても企業としての自立が困難な事例も少なからず予想され
ることから、こうした事業所に所属する人たちの受け皿についても整備していく必要があ
る。こうすることにより、企業として存続していくことが不可能な場合でも、技術者・技
能者という無形の集積を次代に活かし、継承していくことが可能となる。 
 巨視的に見れば、東大阪市のモノづくりの集積は 30年～40年の年月をかけて築き上げた
ものであり、その間に高度成長やバブル経済という企業にとって良い時代を経験してきた。
しかし、現代は国際的にもの・人・情報が素早く行き来する時代に変化しており、大量消
費・大量廃棄型の社会から省資源・再生型の環境にやさしい社会の構築を模索しつつある
状況である。そうしたなかで、旧来型の零細・中小製造業経営が行き詰まりを迎えること
は、商業における個店の衰退に例を見るまでもなく必然であろう。 
 こうした社会の変革期のまっただ中で、新たな時代認識のもと、地域として、企業とし
て事業の再構築を積極的に手がけ、経営の革新を遂げることが、長年にわたって地域に蓄
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積してきたモノづくりの技術・技能の集積を 21世紀に引き継ぐこととなる。そして、次代
のモノづくりに貢献する仕組みを構築することが、関西、ひいては我が国や世界にとって
の貴重な資産を無為にさせないための極めて重要で緊急な課題である。技術者・技能者の
高齢化が加速するなか、総合力を発揮して“メイドインひがしおおさか”の再生に向けた
新たな仕組みづくりに今こそ直ちに着手すべきであり、この時期を逃すと技術・技能の伝
承が途切れることが懸念される。 
 
2 東大阪市工業振興に関する提言 
 
1で述べたように、空洞化しつつある東大阪市の製造業を再活性化するには新たな仕組み
が必要であり、その中心的課題のひとつとしては、集積している技術・技能を外部に対し
て積極的に情報発信（企業情報の公開）し、モノづくりの要求（ニーズ）に応えるために
幅広く交流する機会を持つことである。ふたつ目は、周辺に立地している理工学系大学と
地域の中堅・中小企業を仲介する技術移転機関の設置により、多くの大学の研究成果を活
かしてそれらの事業化を促進する必要がある。 
 東大阪市が創設した市立産業技術支援センターもこうした交流機能を意図してはいるが、
より多くの情報が発信され、それに惹きつけられてさらに情報が集まるような拠点へと飛
躍するための具体的方策が求められる。 
 まずは、モノづくりを担当している中小企業が意識を改革する必要がある。次に、今求
められているモノづくりに対する市場の情報を幅広く捉えることが不可欠である。そして、
これらのつくり手側の情報と市場の情報をうまく交流させる強力な推進機関が機能するこ
とが、必要十分条件である。そこで、各項目ごとの重要な点を下記に示す。 
 
（1）推進機関の仕組みづくりに向けた行勤の提言 
① 産業版 PFI1）による“ものづくり会社”の設立・運営 
 東大阪市の技術・技能を結集し、廉価で、素早く試作品をつくり、完成品にまで仕立て
上げ、市場に提供する統括会社を民間主導で設立することが中小企業支援のカギを握るも
のと考えられる。これにより、多様な市場情報を瞬時に把握し、それに対して迅速にモノ
づくりが応答できる仕組みを構築する。 
 これまで、自治体が中心となって新産業創造を支援するための組織は全国でいくつか試
みられているものの、未だ十分な成果を上げているとは言い難い。 
 やはり、産業は民間が危機管理を行ないながら、市場の要求に必死に応える努力の積み
重ねを通じて、より良い製品やサービスを提供することにより発展するものであり、官で
は自ずと限界がある。そこで、ここでの提言は、民間企業による出資を中心として、東大
阪市の持てる資源を最大限に活かしうる“ものづくり会社”を設立しようとするものであ
る。 
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 一般に、中小企業では、日常の業務が多忙なため、公的機関に出向き種々の情報に接す
ることは極めて困難である。このことは、各種中小支援策を認知している中小企業自体が
少ないことからも言える。そこで、“ものづくり会社”では独自に中小企業との情報のパイ
プをつくり、双方向の情報の伝達をもくろむ。 
 “ものづくり会社”の組織は、本体の周辺に設置される各種支援組織と一体で構成され
る。支援組織として、まず資金、アドバイス、人材派遣などを担う基幹組織がある。さら
に、その基幹組織に情報を伝える組織と、地域別の中小企業群に各種の情報を伝達し、ま
た事業者の要求事項をくみ上げる組織（公募した人材が担当）とで全体が構成される。 
 社員は、東大阪市の零細・中小企業の技術者・技能者や、大企業・中小企業で商品開発
に携わってきた開発・営業系の OB 社員が中心である。彼らが経験を通して蓄積してきた
卓越した技術・技能・ノウハウ・情報力を総合化し、21 世紀社会に求められるモノづくり
を担おうとするものである。協力企業としては、多様な業種にわたる地元出資企業の参加
をあおぐこととなる。 
 出資者は、地元の中堅・中小企業や関西の有力企業を中核メンバーとし、行政にも協力
をお願いしなければならない。この趣向は、地域経済の活性化はまず地元が中心となるべ
きであり、この“ものづくり会社”が成長・発展すること自体が出資企業にとっても営業
面や製品調達等の観点でメリットをもたらすという構造をビルトインさせるためである。 
 そして、この“ものづくり会社”のクライアントは、関西はもとより全国、更には海外
のメーカー、リテーラー等である。彼らが求める商品をここに依頼することで、品質、価
格、納期の面において満足のいく商品を得ることができる。 
 また、“ものづくり会社”独自でも商品開発を行ない、市場参入をはかることも行なう。
このため、市場ニーズ情報の把握については、独自の仕組みを構築することも考えている。 
 現在、政府、行政は財政上の逼迫から PFI の推進を打ち出してはいるが、道路、交通部
門、発電所といったハード主体の社会資本の投資型 PFI でなく、組織・運営ノウハウ等を
核とするソフト型 PFIを推進することが、21世紀に向けて産業構造を改革することにつな
がるだろう。 
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
1）プライベート・ファイナンス・イニシアティブの略。国や自治体が実施してきた社会資
本の整備を民間主導で進める手法。行政の関与を監督などに限定する仕組みで、従来の
第三セクター方式より民間の自由度が高い方式。市町村のゴミ処理などに、数社がこの
システムで応募している。 
 
② 産業技術支援センターの強化・充実 
 “ものづくり会社”は東大阪市の企業・人材が結集する組織であるが、大学の持つ研究
結果を中堅、中小企業へ移転すると共に、研究成果を事業化する個々の企業の事業活動を
支援する拠点も必要である。そこで、市が中心となって運営している産業技術支援センタ
ーの機能を拡大することが必要となる。 
 平成 10年度より「大学技術移転促進法」が施行されているが、これに基づいたテクノロ
ジー・ライセンス・オフィス（TLO）をセンター内に設け、技術評価、特許申請、事業化
を行うことを検討してはどうだろうか。 
 モノづくりのプロセス以前の各種支援サービスについては、このセンターが中心となっ
て、域内の中小企業が自らのモノづくりを行なう上でのサポート（相談機能、試験・分析
機器利用サービス等）をする。域外企業に対しても、東大阪市の製造業に関するデータベ
ース情報検索等のサービスを提供する。 
 和泉コスモポリスの府立産業技術総合研究所には、各種の先端的試験・分析機器が導入
されていることから、それに類似したものは不要であるが、より零細・中小企業のニーズ
にあった試験・分析機器を整備することなどが必要である。 
 このセンターの機能充実、運営については、“ものづくり会社”よりも民間のウエイトが
少なく、自治体の役害は音大きくなるものと考えられる。 
 
（2）企業サイドに求められる行動に関する提言 
① 企業イエローペ－ジの制作・情報発信 
 これまで、東大阪市では「東大阪いちばん鑑」なる企業紹介冊子をつくり、多様な機会
を通じて大企業、ベンダー等に配布してきた。しかし、こうした冊子をつくる際にも、積
極的に協力する企業は決して多かったわけではない。その理由には、「今までもやってこら
れたのだから、あえてそんなことをしなくてもこれからも何とかなる」といった企業心理
があったものと推察されるが、もはやそういった生易しい状況ではないことは企業の経営
者自身が痛感している筈である。現に、今後の課題として新規取引先の開拓を課題とする
企業が最も多い。 
 こうした状況下、これまで自社の技術・技能を積極的に外部に PRすることに躊躇してき
た企業が、社内の高度な技術・技能を素直に情報発信する仕組みを構築する必要がある。
それぞれの企業の技術得意分野を詳細にデータベース化し、外部からアクセスする企業に
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対して東大阪市の企業側が何よりもオープンな姿勢をとり、各企業の顔を明確に見えるよ
うにすることが当面の目標となるだろう。 
 また、企業としてではなく、一人の技術者・技能者として今後ともモノづくりに従事し
たいとする人も、人材版のイエローページに掲載することで、外部の人材ニーズに応える
ことが可能になる。この中には、今後の企業経営の見通しが悪いため、現在の企業を廃業
して個人として登録する技術者、技能者も含まれることになる。 
 東京の大田区では、地区の工業のデータベースをオーネット（東京都・大田区・東京商
工会議所大田支部・民間企業の共同出資で設立された株式会社）が作成している。当初の
目的は、企業イエローページの製作・情報発信であった。しかし、データベースの作成と
維持管理に膨大な費用がかかるということがわかった。企業イエローページは、ともすれ
ばつくり手側の情報が優先され、仕事を発注する側から見れば欲しい情報は入手が困難で
あることが指摘されてきた。情報のミスマッチが生じている。 
 
② メディアを活用した PR活動の多角化 
 東大阪市の製造業の技術・技能は、現在の最先端のものづくりに陰ながら多大な貢献を
している。“500 系のぞみ”や“明石大橋”などの部品・部材に「メイドインひがしおおさ
か」が利用されている。 
 こうした各種のトピックス的事実を、広く関西、全国に定期的に情報発信し、高い技術
者・技能レベルが東大阪市に集積していることを認知してもらう。これにより「東大阪市
の企業に頼めばどんなモノづくりも任せられる」ことを全国に知らしめ、“ものづくり会社”
への相談・受注につなげることを意図する。 
 これを推進するためには、産業技術支援センターが技術テーマを決め、そのテーマに参
加した企業に積極的に名乗りを上げてもらうことなどが必要となる。 
 
③ 徹底したファブリック・サービスの提供 
 アメリカにはファブリック・サービスを行なう企業が増えてきている。すなわち、“もの
づくりだけを専門にする事業”というところに企業のドメインを定め、アウトソーシング
の受け皿となることに徹底した企業である。 
 “ものづくり会社”では、こうしたファブリック・サービスを多様な分野で引き受けら
れる体制を構築する。大企業や先端的企業が研究開発に特化するなかで、モノとして具体
化することに専念するネットワークを東大阪市の製造業を中心に構築し、多様なニーズに
迅速かつリーズナブルな価格で対応することを目指す。 
 同時に、各種の製品・部品の試作工房的機能もサービスする。 
 ファブリック・サービスを担うには多様な集積を活用することが不可欠であり、このも
のづくりネットワークに参加する企業は、情報データベースに登録している企業や人材（技
術者・技能者集団・商品開発担当の人材等）の中から選ぶこととなろう。 
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（3）モノづくりニーズの把握に向けた行動の提言 
① 域内のベンダー、リテーラーの商品スペックの情報公開促進 
 現状では、どのような商品が売れ筋であるかは、ベンダーやリテーラーがその情報を握
っている。東大阪市の企業は下請企業が多く、どういったものをつくれば市場に受け入れ
られるのかが分からないといった状況である。 
 そこで、ベンダー、リテーラーに対して、これらの売れ筋情報や商品のスペックを公開
するように協力を願い出ることが、まず必要と考えられる。そうした市場情報の中で、自
社の技術・技能をもっていかなるモノづくりができるかと考えることから出発することが、
中小企業経営者の意識変革のためにも重要である。 
 取引交流会「もうかりメッセ東大阪」を、東大阪市と東大阪商工会議所は協賛して実施
している。これをベースにべンダー側の参加を強化した新たな交流会が求められる。 
 
② 海外メーカーに向けたモノづくりニーズ調査 
 昨年末ごろから経済的クラッシュに見舞われているアジア地域では、従来からサボーテ
ィングダストリーの形成が不十分であり、産業の足腰の弱さが指摘されてきた。これに対
し、東大阪市はまさしくサボーティングインダストリーの一大集積地帯であり、海外に進
出している企業も数パーセントある。 
 マクロ的に見れば、海外の企業が東大阪市の企業集積に期待するところは、決して小さ
くはなく、東大阪市を丸ごと移植してほしいという国もあるほどである。 
 しかし、これまでは組織力のある限られた企業が海外とのビジネスを行なっている程度
であり、中小・零細企業ではそこまでの行動力が伴わないのが実情である。そこで、“もの
づくり会社”として、海外への営業活動を強化することとし、東大阪市を世界のサボーテ
ィングインダストリーを担う地域へと飛躍すべく努力することが必要である。 
 岡谷市の異業種交流会「ニオム NIOM（ニューインダストリィ・オカヤ・メンバーズ）」
は、共同出資でシンガポールに商社と研究開発機能を持った新会社を発足させた。そこを
拠点に、海外メーカーに向けたモノづくりニーズの調査を積極的に行っている。このメン
バーの夢は、世界一の部品メーカーだ。将来、メンバー各社が一社に合併することも思慮
している。 
 
③ ニーズ、ウォンツの研究会の実施 
 現代はものがあふれでる時代と言われている一方で、障害者・高齢者など需要ボリュー
ムが限定されている分野に関しては、日本人にとって使い心地のよい商品がまだまだ不足
していることも事実である。 
 そこで、“ものづくり会社”として、ニーズはありながら十分に開拓されていない商品分
野等をターゲットとして、いかなる商品ニーズがあるかを多様な方法により調査・分析す
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る研究会を分野別に立上げる。これにより、“ものづくり会社”に資本参加する企業に対し
てビジネス機会を多様化することができる。 
 かつて、新潟県の燕市は洋食器の一大産地であった。しかし、昨今の海外製品との競争
激化で転業・廃業する企業が増え、その行く末が案ぜられた。だが、市場開拓機能を持つ
会社を共同出資で設立し、そこが中心になり市場開拓を努めた結果、今日では機械・金属
加工の一大産地へと脱皮することに成功した。 
 浜松の中核工業団地内（ミヤコダテクノパーク）のミリヤは、日本オートメーションの
社長坂本氏が中核となり、全国から公募した 11社と連携して共同作業場をつくると同時に
事務の一元化もはかり、何でもこなす企業集団として商社機能を持つ新設会社を設立した。
ここが窓口になり日本全国、さらには世界中から仕事の受注を行っている。 
 
④ ほしいモノつくりますイベント実施 
 製造業へ就職する学生が減少することの原因のひとつは、モノづくりの楽しさを子供の
頃に体験していないことにあると考えられる。生まれたときからいろんなモノがある社会
が当たり前で、それがどうやって造り出されたのか、あるいは造り出した人の感動を知ら
ずに進学する大学を選択するということに構造的問題を抱えていると言えよう。 
 そこで、東大阪市内や関西の小・中・高校生から、「こんなモノ、あんなモノがほしい」
という声を聞くイベントを定期的に開催し、子供たちのニーズに応じた商品開発が実際に
できることで感動を与えるような事業を行なう。この時、アイディアを出した児童・生徒
も一緒になってものづくりに参加する場を提供し、モノづくりの楽しさ、難しさを体験し
てもらうことも重要な視点である。 
 西脇市では、毎年、播州織りの宣伝を兼ねデザインコンペとファッションショーを行っ
ている。参加人員も毎年増え、今日では地域興しの一大イベントになっている。 
 
⑤ 商品開発大学校の設置 
 以上で述べた各種のニーズ開拓事業がある程度軌道に乗った段階では、広い分野につい
て商品開発のノウハウが蓄積できる。そこで、今後の商品開発のノウハウを実験を踏まえ
て教えてくれる商品開発大学を“モノづくり会社”などが中心となって開設し、広く受講
生を募る形で民間レベルで運営することを計画する。 
 堺市には、商品開発大学が市の商工部指導のもとに設置されており、毎年多くの新製品
がそこから提供されている。地場の伝統産業である線香も、ここでのヒントをもとにお酒
落な若者向けのニューウエーブ線香として開発され、新規市場開拓を積極的に進めている。 
 
3 おわりに 
 
 以上、各年東大阪市の中小製造業活性化にたいする方策を述べてきた。これらの中で実
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現可能なものとして、調査に参画した大西（筆者）、三和総合研究所 徳田氏、タナベ経営 
藤田氏が中心になり、民間によるモノづくり支援会社設立案がある。 
 そのことについて、新聞に取り上げられたので、以下に紹介する。 
 
中小の技術結集テーマ別に公募・ものづくり企画会社発足へ 
（『日本経済新聞』1999.3.10朝刊掲載） 
 関西の中小企業の持つ技術を結集して新製品を開発・商品化する新会社が今夏にも発足
する。関西大学の教授と三和総合研究所の研究員らが発起人となる。メーカーや小売業者
らから寄せられる商品化の注文や独自の商品企画をインターネットなどで会員の中小企業
に公開し、提供できる技術などを公募する。テーマを揚げて“この指とまれ”方式で中小
企業の技術を結集する仕組み。会社設立後、早期に千社の会員獲得を目指す。 
関大教授ら呼びかけ・会員 1000社をめざす 
 新会社の発起人は関西大学の大西正曹教授と三和総研の徳田裕平主任研究員らで、会員
となる個人・中小企業の共同出資で設立する。関西の有力企業にも出資を募る計画。本社
は大阪府吹田市の関西大学の近くに置く予定だ。 
 新会社は関西をはじめ全国のメーカーや小売業者らから“ものづくり”を一括受注し、
その内容を会員の中小企業に提示して、技術やノウハウを公募。手を挙げたメンバーで迅
速に試作品の製作、完成品の商品化を目指す。また、新会社で商品企画やマーケティング
の専門家を社員として採用したり、外部に組織化して、新会社独自の商品開発も手がける
計画だ。 
 第一弾として、東大阪市の金属加工やプラスチック加工メーカーなどの中小企業約三十
社でつくる「東大阪共栄会」を会員に事業を始める計画。すでに製本機や新種の地球儀な
ど九つの商品について試験的に技術などの公募を始めた。 
 会員企業へのテーマの公開・公募や会員企業からの技術やノウハウの公募は、原則とし
てインターネットなどの最新の情報通信システムを活用する。ソフト開発やシステム構築
は財団法人・関西情報センター（大阪市）が担当する。 
 また、資金面や技術面などで支援する金融機関や研究機関なども募りたい考えだ。 
 
関西の中小企業が技術力結集・ものづくり企画会社今夏にもスタート 
会員がアイデア提案“大企業抜き”商品を 
（『産経新聞』1999.4.21朝刊掲載） 
 関西の中小企業の技術力を結集し、新製品を開発・商品化する「ものづくり会社」が、
今夏にも発足する見通しとなった。発起人は、関西大学の大西正曹教授と三和総合研究所
の徳田裕平主任研究員ら。会員の中小企業にアイデアを提案し、気に入った企業に作って
もらう“この指とまれ”方式で商品化する。とかく大企業の下請け作業に追い回されがち
の中小企業だが、六月にも“大企業抜き”で生み出した新製品が店頭に並ぶ運びだ。 
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 新会社は、会員となる中小企業が中心となって出資するが、関西の有力企業にも出資を
呼びかけている。また、シンクタンクやコンサルタント会社による中小企業研究会を新会
社の上部組織として発足させる。 
 現時点では、社名や出資額など新会社の全体像は詰まっておらず、東大阪市の部品メー
カーなど約三十社でつくる「東大阪共栄会」を中心に、アイデアを出し合っている最中。
ただ、これまでのミーティングの中で提案されたパーティーグッツ関連の製品を商品化す
ることで意見が一致し、六月にも大手生活雑貨店で販売されることになった。 
 新会社は、卸・小売りの流通会社からの発注や自らの立案を会員に提示し、完成品を市
場に提供する。いわばメーカーと市場の橋渡し役。 
 「中小企業は大企業の傘下で仕事をすることが多く、実際に完成品をコーディネートす
る機会が少ない。しかし、異業種や企画のプロなどが集まって話し合っているうち、いい
アイデアが出てくる」と、三和総研の徳田主任研究員。「利益は実際につくった会社と企画
会社で原則山分けにするので、参加者にもメリットはある」という。 
 大阪は全国でも有数の中小企業の街。最近では東京都の中小企業で構成する「大森工業
会」とも連絡を取っており、徳田主任研究員は「『この指止まれ』といえば、全国から参加
者が集まる機運も高まっている」と話している。 
 
言 提案あり！ 
ものづくり支援会社・中小企業が技術でスクラム 
（『毎日新聞』1999.5.15朝刊掲載） 
 20 年以上、東大阪市など中小企業の集積地域で企業活動の実態を調査・研究してきまし
たが、今回の不況化での中小企業の状況はこれまでの不況時とは違います。アジアのバブ
ルが崩壊した後も国際分業は進展していますし、日本全体で過剰生産施設を抱えてしまっ
たため、生産能力のバブルがいまはじけているのです。生産体制が世界的に大変革しよう
としている渦に、日本の中小企業が巻き込まれています。 
 右肩上がりの量的拡大が見こめないため、大企業は下請中小企業との取引の見直しを進
めています。中小企業は親企業からの受注を待つだけでなく、自ら製品や加工法などを開
発して売り込んでいかなければ、生き残りは難しい。ところが、中小企業は新しいものに
対して消極的で、自社がどんな技術、特色を持っているのかも秘密にしたがります。 
 このため、東大阪市や東京都大田区など、優れた技術を持った中小企業が軒を連ねてい
る地域でも、自発的には新しい商品開発に挑戦する動きは出てきません。そこで、誰かが
コーディネーター役を務めて、切除、表面処理、メッキなどさまざまな工程を受け持つ中
小企業群をまとめあげて、製品づくりをリードすることが必要です。 
 そのための方法論を確立するため、中小企業の実践的活性化策を考える学会・研究会を
立ち上げたい。理論だけでなく実践も目指した「ものづくり支援会社」の構想も進めてい
ます。東大阪市では、製品デザインやマーケティングなどの専門家 6人でグループを作り、
40 
 
中小企業経営者とともに、新製品作りのプロジェクトが進行中です。 
 狙いは、団塊の世代を中心とする消費者。彼らはたとえ高価でも自分が良いと思うもの
にはお金を出します。ガーデニング、調理器異など、外国製の高価なものが売れているの
です。そういう「生活充実産業」に、日本の中小企業が生き残る市場があります。日本の
中小企業の技術を、日本人の生活を向上させるために活用し、海外の企業と、価格ではな
く、質の競争をしよう、ということなのです。 
 専門家が集まり、ゲーム用品、ファンシーグッツなどの具体的な製品企画をつくりまし
た。いよいよ実際に生産する段階を抑え、多額の資金負担をどうするかなど、難問に直面
していますが、販路を開拓し、何としてでも成功例を作りたいと思っています。 
 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
 本章は、東大阪市、関西大学社会学部産業社会学実習室『東大阪市中小企業再生の処方
箋』（1998年 3月）の筆者担当部分を一部加筆、修正をし、引用したものである。 
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